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    第２７１号 

                                                      

                                              令 和 8 年 7 月 1 7 日 

             全国卸売酒販組合中央会 

 

 

 

 

「激動の『VUCAの時代』を生き抜く酒類卸の進路」 

～万博後の反動、酒税改正、そしてコスト転嫁と価値創造の行方～ 

 

 

近畿卸酒販組合 

理事長 岡田 浩幸 

（全国卸売酒販組合中央会 市場問題対策委員会委員） 

 

 

 

１．大阪・関西万博が遺したものと、直面する「ポスト万博」の現実 

昨年、近畿エリアにおける最大のトピックスといえば、やはり「大阪・関西

万博」であった。4月13日の開幕から半年間にわたり開催されたこの祭典は、

日本を含む 158の国と地域、7つの国際機関が参加し、一般来場者だけで 2,500

万人という巨万の動員を記録して閉幕した。 

会期中、関西の街は国内外からの観光客で溢れ返り、料飲店をはじめとする

業務用市場はかつてない活気に沸いた。我々酒類卸業界にとっても、この大イ

ベントがもたらした経済効果と需要の爆発は、コロナ禍からの完全復活を告げ

る大いなる追い風となったことは記憶に新しい。 

しかし、華やかな祭典が幕を閉じた今年、我々を待ち受けていたのは厳しい

現実であった。年明け以降、業界全体は一転して苦戦を強いられている。その

要因の第一は、言うまでもなく昨年の万博特需による「売り上げ増の裏返し（反

動減）」である。特に業務用市場における落ち込みは顕著であり、狂騒のあと

の静けさが業界に重くのしかかっている。 

 

２．複合的リスクと消費マインドの冷え込み 

さらに我々を取り巻く外部環境は、かつてないほど不透明さを増している。

まさに先行きが見通せない「VUCA（変動性・不確実性・複雑性・曖昧性）の時

代」そのものである。 

ほろにが 
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直近の経済情勢に目を向けると、長引く中東問題などの地政学的リスクがエ

ネルギー価格や原材料費を押し上げ続けている。国内では物価高騰に対して賃

金の上昇が追いつかず、生活者の「生活防衛意識」や「節約志向」は極限まで

高まっている。酒類のような嗜好品に対する消費動向は極めてシビアになり、

店頭での「買い控え」や「手頃な商品へのシフト」が常態化している。このよ

うに、難しく厳しい環境が幾重にも重なっているのが現在の局面である。 

 

３．10月1日「酒税改正」という大転換点 

こうした逆風の中で、いよいよ今年の 10月 1日、酒類業界の地図を大きく

塗り替える「酒税改正」が実施される。今回の改正の目玉は、ビール類におけ

る税率の「一本化」の完了である。 

具体的には、ビールが減税となる一方で、これまで市場を支えてきた発泡酒

や新ジャンル（第 3のビール）は増税となる。また、近年市場を牽引してきた

RTD（チューハイ・サワー類等）も増税の対象だ。この「増減税」の同時発生

は、消費者の購買行動を激変させる可能性を秘めている。ビールの復権か、あ

るいは RTDの価値再評価か。小売の棚割りや価格戦略、業務用の付加価値戦略

の再構築を含め、我々卸にとっても一分の隙も許されない大転換点である。 

 

４．中間流通として「利益の確保」と「コスト転嫁」の完遂 

この難局において、中間流通を担う我々酒類卸が最優先で取り組まなければ

ならないのは、何よりも「適正な利益の確保」である。 

現在、物流費の高騰（いわゆる物流 2024年問題以降の人手不足と燃料高）

および人件費の高騰（最低賃金の引き上げや人材獲得競争）は、企業の自助努

力だけで吸収できる限界を遥かに超えている。これら上昇し続けるコストを、

確実に「売価へ転嫁」すること。これこそが、サプライチェーンを維持し、中

間流通としての社会的責任を果たすための生命線である。 

価格交渉は容易ではない。しかし、我々が委縮してコストを飲み込んでしま

えば、日本の酒類流通そのものが機能不全に陥る。メーカーの思いがこもった

商品を、安定して小売・料飲店、そして消費者のもとへ届けるためにも、「価

値に見合った適正価格での取引」を徹底する強い覚悟が求められている。 

 

５．「適正飲酒」の潮流と、いま求められる「需要喚起策」 

最後にもう一つ、我々が向き合わなければならない構造的変化がある。それ

は、ビール大手各社がにわかに喧伝し始めた「適正飲酒（スマートドリンク等）」

への動きである。 

アルコールがもたらす健康被害や社会的な影響を勘案すれば、業界を挙げた

適正飲酒の啓発は時代における「必然」であり、持続可能な社会を目指す上で

避けては通れない潮流である。これに異論を挟む余地はない。 

しかし、単なる「減酒・断酒」の推奨だけで終わってしまえば、市場は縮小

の一途をたどるだけである。重要なのは、この動きと「セットとなる需要喚起

の策」が打たれているかどうかだ。 

例えば、単にアルコール度数を下げるだけでなく、味わいや飲用シーンのプ

レミアム感を高めた低アル商品の提案や、お酒を飲めない・飲まない人も同じ
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空間を楽しめる「ノンアルコール」の付加価値化。さらには、量ではなく「質

（ストーリーやペアリング）」を愉しむ新しい飲酒文化の醸成である。 

健康への配慮という「守り」の姿勢と、新たな市場を開拓する「攻め」の需要

喚起。この両輪が揃って初めて、酒類業界の未来は拓かれる。 

 

おわりに 

万博という大きな宴のあと、我々は試練の時を迎えている。しかし、酒税改

正という変化は、裏を返せば新たな提案のチャンスでもある。VUCA の荒波を

恐れることなく、コスト転嫁という足元の課題を完遂し、健康と愉しみが共存

する新たな酒類市場の創造へ向けて、我々酒類卸は一歩先を行くナビゲーター

として邁進していく所存である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


